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内部通報者保護指令に基づく内部通報制度の導

入期限迫る 

 
 

2021年 12月 17日に向けて準備は万全だろうか。EU加盟国は、同日まで

に、内部通報者の保護を定めた包括的な EU指令（Directive (EU) 

2019/1937）（「公益通報者保護指令」）を国内法化する。従業員 250名以

上の事業者は、同日までに、内部通報制度を導入しなければならないが、同

指令に基づく内部通報制度は導入済みであろうか。同期日まで 1か月余りで

あるが、再度、公益通報者保護指令を概観するとともに、導入すべき内部通

報制度をおさらいしておきたい。なお、従業員 50名以上、249名以下の事業

者が内部通報制度を導入する期限は 2023年 12月 17日であり後 2年間の猶

予があるが、計画的に制度導入を進める必要がある。 

 

公益通報者保護指令の要点 
 

1. 目的及び対象者 

 

公益通報者保護指令は、EU 法令に対する違反を通報した者を保護する最低限

の基準を定めることで、EU 法令の遵守を促進することを目的とする（同 1 

条）。同指令は、公共調達、金融（マネーロンダリング、テロ資金調達の防

止等）、製品・運輸安全、環境保護、放射線防護、食品安全、公衆衛生、消

費者保護、個人データ保護等の分野における EU 法令に関する公益通報を対

象とし、具体的な対象法令のリストを附則に列挙している（同 2 条、附

則）。同指令の保護の対象は、通報すべき法令違反があることを業務上知っ

た者であり、労働者（公務員を含む）、自営業者、株主、役員、ボランティ

ア、研修生、請負・下請企業等の指揮下にある者等である。また、過去に業

務上の関係があった者、業務上の関係が始まる前の者、通報に際し通報者を

支援する者も対象となる（同 4 条）。同指令の保護は、通報者が、通報時点

で通報内容を真実であると信じる合理的な理由があり、同指令に定める内部

通報、外部通報又は公への開示を行った場合に適用される（同 6 条）。 

 

2. 内部通報 

 

加盟国は、公私の法人（民間については従業員規模 50 人以上）が、組織内部

における通報手続を定めるよう取り計らわなければならない（同 8 条）。こ

の通報手続には、通報者の身元の機密性を確保できるよう取り計らわれた通

報受付窓口の設置、通報者への通報受付通知（受付から 7 日以内）、通報内

容を検証する公正な担当者の指名、入念な検証の実施、通報受付通知から 3 

か月以内の通報者への検証内容の報告等が含まれなければならない（同 9 

条）。なお、加盟国は、通報を受け付け、検証し、結果を報告する独立の担

当行政機関を指定する。通報者は、内部通報後又は内部通報を経ずに直接、

当該行政機関に通報できる。当該行政機関は、内部通報の手続と同様に、通

報受付窓口の設置や入念な検証を行う（同 10 条、同 11 条）。また、通報者

が内部通報の後に外部通報を行い、又は、内部通報を経ずに直接外部通報を

行ったにもかかわらず、適切な対応がなされなかった場合には、通報者は、
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報道機関への通報等により、通報内容を公に開示することができる。ただ

し、公益に差し迫った明白な危険がある場合や、報復のおそれがある又は外

部通報では適切な取扱いが期待できない場合には、通報者は、直接報道機関

等に通報し、通報内容を公に開示することができる（同 15 条）。 

 

3. 内部通報及び外部通報における通報に適用される条件 

 

 加盟国は、通報者の同意なく、その身元が開示されることがないようにしな

ければならない（同 16 条）。個人データは、一般データ保護規則 5等の規定

に従って取り扱わなければならない（同 17 条）。加盟国は、公私の法人及び

担当行政機関が受け付けた情報に関する記録を保持するよう取り計らわなけ

ればならない（同 18 条）。 

 

4. 通報者の保護 

 

加盟国は、通報者への報復（停職・降格・転勤・減給・有期雇用契約の更新

停止等）を禁じ、報復から通報者を保護する措置を講じなければならない

（同 19 条、 21 条）。また、加盟国は、通報手続等に関する情報提供等によ

り通報者を支援し（同 20 条）、通報の関係者が救済や公正な裁判の権利等を

享受できるようにしなければならない（同 22 条）。加盟国は、通報の隠ぺ

い、通報への報復、誤情報の故意の通報等に適用される罰則を規定する（同 

23 条）。 

 

導入すべき内部通報制度 
 

公益通報者保護指令への対応として最も重要であるのが、同指令に従った内

部通報制度の構築であり、多くの事業者が対応に追われている。 

 

公益通報者保護指令には導入すべき内部通報制度についての具体的な指針は

示されていないが、前述の通り、外部通報が先行する可能性に加えて、内部

通報者は、事業者との秘密保持条項に反して通報したとしてもその責任を負

わず、通報のためであれば営業秘密を開示することも許容されている（同 21

条）ことを勘案するのであれば、できるだけ内部通報者に利用しやすい制度

（通報者に関する情報の秘匿、不利益処分の不存在、通報しやすい社内文

化、内部通報制度の周知徹底等）を構築するとともに、社内に制度の存在を

周知・徹底し、内部通報を促進することで、不祥事を社内でコントロールで

きる体制にしておくことが重要であろう。通報の方法は書面及び口頭のいず

れでも受け付け可能とするとともに、多言語対応可能とする必要がある。ま

た、匿名の通報が許容されるか否かは、加盟国法に委ねられているが、上述

のとおり、内部通報を推奨するという点を重視するのであれば、匿名の通報

を許容することも検討に値するといえる。 


